
構造改革特別区域計画 

 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  久留米市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

  久留米市地域密着共生型福祉特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  久留米市の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

 （１）久留米市の障害者施策の状況 

     久留米市では、「障害がある人も、ない人も、ともに暮らせるまちづくり」を目

指して、これまで様々な障害者施策を展開してきた。 

    障害者の意識においても、近年は、ノーマライゼーションの理念の浸透ととも 

   に、住み慣れた地域や家庭で自立した暮らしを営み、社会参加しようという意識 

   が高まってきており、今後の障害者施策の方針となる久留米市障害者計画・障害 

   福祉計画においても、障害児（者）の地域での暮らしを支援する施策の展開は、 

   積極的に対応すべき重要な課題として、現在、策定を進めているところである。 

    しかしながら、現状では、障害者の日常生活を支える日中活動系事業所及び短

期入所系事業所の整備については、障害者のニーズに十分対応しているとはいえ

ない状況にある。 
 

   ○久留米市内の日中活動系事業所及び短期入所系事業所の施設数 

                           （平成２０年３月１日現在） 

   

 身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 

生活介護・自立訓練 等 ２ ４ １  日中活動系

事業所 児童デイサービス ０ ０ ０ ２ 

短期入所（宿泊） ５ １１ ０ ９ 短期入所系

事業所 日中一時支援 ３ １３ ０ １０ 

 

 

 

 

  
 

 （２）久留米市における小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

    久留米市では、第３期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定にあたり、 

   国が示した施設整備の※目標値達成のためには、在宅サービスを充実させ、施設 

   から在宅への円滑な転換を図ることが不可欠であり、在宅介護者の負担軽減を図 

   ることが在宅介護継続のポイントであると考え、特に、介護者の負担が大きい認 
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   知症高齢者の支援に重点をおいて、設定した１１の日常生活圏域毎にサービス拠 

   点の整備を図ることとした。 

     このため、認知症高齢者の支援に有効なサービスとして、認知症対応型通所 

   介護事業所と小規模多機能型居宅介護事業所を計画的に整備していくこととし、平成 

    １７年度から、厚生労働省の「地域介護・福祉空間整備等交付金」の活用により 

   整備を推進しているところである。 

    特に、小規模多機能型居宅介護事業所については、交付金による市補助金を利 

   用しないで、独自に民家を改修した整備等も行われるなど、民間事業者の整備意 

   欲も高く、平成１８年４月の制度施行とともに２事業所が指定を受け、平成２０ 

   年１月１日現在で１７事業所を指定したところである。 

   ※ 要介護認定者数（要介護２～５）に対する施設･居住系サービス利用者の割合に 

    ついて平成２６年度に３７％以下とする目標値が示されている。 

 （３）地域密着共生型福祉サービスの必要性 

    指定通所介護事業所における障害児（者）の受入れについては、平成１８年  

   １０月１日より構造改革特別区域の認定を受けずに実施できることとなった。 

    しかしながら、指定通所介護事業所は一般的には規模が大きく、家庭的な雰囲 

   気とは言い難く、サービス提供エリアも同一日常生活圏域を超えた、比較的広域 

   的な事業の展開が一般的である。また、当然ながら、通所サービス以外のサービ 

   スを利用する場合は、他の事業所を利用することとなる。 

    これに対し、小規模多機能型居宅介護事業所は、小規模な家庭的雰囲気の中で、 

   通い・宿泊・訪問のサービスを一体的に提供できるだけでなく、原則として日常 

   生活圏域内でサービスの利用・提供が行われる地域密着型であることが大きな特 

   徴となっている。そのため、身近な地域の中で利用者のニーズに柔軟に対応した 

   サービスの展開が可能となり、本市において整備が進んだ小規模多機能型居宅介 

   護事業所の機能を活用し、障害児（者）に対し必要なサービスを提供していくこ 

   とは、地域に根ざした障害児（者）の福祉サービス基盤の強化を図る上で極めて 

   有効である。 

    また、身近な地域で地域住民の目に触れながら、高齢者と障害児（者）を区別 

   することなく福祉サービスを提供していくことは、地域福祉を核とした新たな地 

   域コミュニティの創造に繋がるものであると考える。 

    よって、本市において特定事業９３４（指定小規模多機能型居宅介護事業所に 

   おける障害児（者）の受入事業）を実施し、指定小規模多機能型居宅介護事業所 

   に当該特例措置を適用して、障害児（者）と高齢者を区別することなくサービス 

   を提供していく必要がある。 

 

 （４）構造改革特別区域計画の範囲である久留米市の特性 

    構造改革特別区域計画の範囲である久留米市の人口と障害者手帳保持者数は次 
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   のとおりである。 

    （平成２０年３月１日現在） 

人  口 身体障害者手帳 療育手帳 
精神障害者 

保健福祉手帳 

304,613 12,559 1,711 977 

 

    一方、障害児（者）の生活や日中の活動を支援する日中活動系事業所及    

び短期入所系事業所の設置状況は（１）久留米市の障害者施策の状況のとおり、 

障害児（者）のニーズに十分対応しているとはいえない状況である。 

    また、身近な地域でサービスを提供するための基盤整備についても住み慣れた 

   地域での暮らしを継続したいと願う障害児（者）の意向にも十分対応が出来てい 

   ない状況にある。 

    こうしたことから、久留米市において、当該特例措置により、地域に密着した 

   指定小規模多機能型居宅介護事業所において、障害児（者）に対し福祉サービス 

   を提供していく必要がある。 

 

５ 構造改革特別計画の意義 

  本市が平成１８年１月に実施した「障害者（児）実態調査」によれば、自宅や地域 

 で生活している障害者の大半は、今後も地域で生活し続けることを望んでおり、また、 

 福祉施設などに入所している障害者でも、自宅や地域で暮らしたいと考えている人は 

 少なくないという結果となっている。 

  このようなニーズに応え、障害者の自立を支援していくためには、身近な地域での 

 サービス基盤の充実が不可欠となる。 

  構造改革特別区域計画の認定により、指定小規模多機能型居宅介護事業所を障害児 

 （者）が利用できるようになることから、身近な地域の中で障害児（者）が利用でき  

 る社会資源の増加につながり、障害児（者）の地域での自立を支援していくことになる。 

  さらに、全国的にみても、本市では、指定小規模多機能型居宅介護事業所の整備が 

 進んでおり、平成１８年度末には、１１の日常生活圏域の全てを整備し、本市のこの 

 特性を活かした当該特区認定は、 

 （１）住み慣れた地域にある指定小規模多機能型居宅介護事業所で障害児（者）がサ 

   ービスを受けることが可能になる。 

 （２）高齢者、障害児（者）が同じ事業所で、小規模な家庭的雰囲気の中でサービス 

   を受けることが可能になる。 

 （３）上記（１）及び（２）により、障害児（者）の住み慣れた地域での自立した暮 

   らしの支援が可能になる。 

 （４）ノーマライゼーションの意識の浸透、啓発及び福祉を核にした地域コミュニテ 

   ィの構築につながる。 
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 （５）対象者の拡大により、地域の福祉ビジネスの機会拡大・創出につながる。 
  

 などの点において、大きな意義を持つものである。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

  久留米市では、昭和６０年度に「久留米市障害者福祉長期行動計画（第１次）」、 

 平成８年度に「久留米市障害者福祉長期行動計画（第２次）」を策定し、ノーマライ 

 ゼーションの理念のもと「障害がある人もない人も、ともに暮らせるまちづくり」の 

 実現に向け、障害者に関わる様々な施策を進めてきた。 

  平成２３年度までの「久留米市障害者計画・障害福祉計画」においても、ノーマラ

イゼーションの理念を基本とした「障害がある人もない人も、ともに暮らせるまちづく

り」という考え方は変わらず、本市の障害者福祉政策における基本理念となるものであ

る。 

  特に、平成１８年１月に実施した「障害者（児）実態調査」によると、自宅や地域

で生活している障害者の大半は、今後も地域で生活し続けることを望んでおり、また、

福祉施設などに入所している障害児（者）でも自宅や地域で生活したいと考えている

人は少なくない結果となっているなど、地域での暮らしを望む障害児（者）の暮らし

を支援するサービス基盤の充実が今後の重要な政策課題としてクローズアップされて

いる。 

  また、障害児（者）の地域での暮らしには、ともに地域で生活する仲間として、  

 地域の住民が障害を正しく理解し、人権を尊重する文化・地域コミュニティを形成し 

 ていくことが不可欠であり、障害者理解のための啓発等も解決すべき課題となってく 

 る。 

  よって、これらの課題に対応していくための施策として、既に、整備が進んでいる 

 地域密着型の小規模多機能型居宅介護事業所で障害児（者）へのサービスの提供を可 

 能にするため、特定事業９３４（指定小規模多機能型居宅介護事業における障害児  

 （者）の受入事業）を実施し、高齢者と障害児（者）を区別せず、身近な地域で多様 

 なサービスを提供できる環境を構築し、地域福祉を核とした新たなコミュニティの  

 創造を推進していくものである。 

  また、高齢者だけでなく障害児（者）にもサービス対象を拡大していくことは、事 

 業の効率化と安定化につながり、ＮＰＯ等多様な事業主体の参入を促進するものであ 

 り、福祉サービスによる地域の活性化が図られるものである。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

 （１）障害児（者）サービスの向上と家族等の負担の軽減 

    住み慣れた地域の中にある指定小規模多機能型居宅介護事業所を障害児（者） 

   が利用することが可能になるとともに、家庭的雰囲気の中で、高齢者と障害児  

  （者）が同じ事業所でサービスを受けることも可能になる。 
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    また、障害児（者）の利用可能な事業所が増大するだけでなく、小規模多機能

型居宅介護事業所には休業日がないことや、身近な地域での利用に伴う送迎時間

の短縮も可能となることなどから、介護する家族にとっても、負担の軽減につな

がるものである。 

    こうしたことから、障害児（者）の住み慣れた地域での自立した暮らしの支援 

   が可能になる。 

 （２）ノーマライゼーションの意識の浸透・地域コミュニティの構築 

    身近な地域で高齢者も障害児（者）も対象とした多様なサービスを提供する拠 

   点が整備され、地域住民の目に触れていくことは、ノーマライゼーションの意識 

   の浸透・啓発につながるとともに、地域福祉を核とした新たなコミュニティの形 

   成へと発展していく可能性を持つものである。 

 （３）小規模多機能型居宅事業所の経営安定と福祉ビジネスの創出 

    指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用対象者の拡充により、サービスの利 

   用率が向上する。このことは、事業所経営の安定と、ひいては効率的で質の高  

   いサービスの提供につながるものである。 

    結果として、事業参入のハードルが低くなることから、新たな事業所の参入  

   が促進され、福祉ビジネスの創出につながる。 

 （４）計画区域内でのサービス供給量の増大 

    当初から、この特例措置の適用を受けることを想定している事業所においては、 

   現在のところ一箇所あたり２～３名程度の障害児（者）の受入れを予定している。 

    また、計画区域では、第３期介護保険事業計画の最終年度（平成２０年度）ま

でに、現時点で、指定小規模多機能型居宅介護事業所が２０事業所程度にまで増

加が見込まれる。 

    今後、これらの事業所を対象に障害児（者）の受入れに関する支援策を展開  

   し、受入れ事業所数・人数の増加を図っていく。 

 

８ 特定事業の名称 

  ９３４ 

  指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害児（者）の受入事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連 

 する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事 

 項 

 （１）久留米市公的介護施設等整備補助金交付規程による施設整備補助 

    国の地域介護・福祉空間整備等交付金を活用した、小規模多機能型居宅介護事 

   業所等の施設整備に対する補助金の交付 

   ※ 地域介護・福祉空間推進交付金（高齢者と障害者や子どもとの共生型サービ 
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    スを行う事業を対象に含む）の活用により、事業立ち上げ初年度に必要な設  

    備の整備補助等について継続検討中 

 

 （２）コミュニティビジネス仕事創造塾の開催 

    起業に関する必要なスキルを修得するために継続して研修・講習を行うコミュ 

   ニティビジネス仕事創造塾を開催し、地域に密着したコミュニティビジネスの企 

   業化を支援する。 

 

 （３）指定小規模多機能型居宅介護事業所職員研修会の開催 

    障害児（者）を受け入れる、指定小規模多機能型居宅介護事業所の職員に対す

る、高齢者、障害者、障害児などの分野を横断する、総合的な研修の実施 

 

 （４）在宅障害児（者）日中一時支援事業 

    指定小規模多機能型居宅介護事業所等で、一時的に見守り等の支援が必要な障

害児（者）の日中における活動の場を提供する事業の実施 

 



別紙 

 

１ 特定事業の名称 

  ９３４ 

  指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害児（者）の受入事業 

 

２ 当該規制の特定措置の適用を受けようとする者 

  特区内の指定小規模多機能型居宅介護事業所 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始日 

  特区計画の認定後 

 

４ 特定事業の内容 

 （１）事業の内容 

     特区内の指定小規模多機能型居宅介護事業所で、定員の枠内で障害児（者）を 

   受け入れ、サービスを提供した場合に、障害者自立支援法に基づく給付費を支給す 

   るもの。 

 

 （２） 当初から本特例措置の適用を受けることを想定している事業所の概要 

   ①（ア）事業者の法人種別及び名称並びに住所 

       名称：特別医療法人 楠病院 

       住所：福岡県久留米市日吉町１１５ 

    （イ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の名称及び住所 

       名称：小規模多機能事業所 ひだまり 

       住所：福岡県久留米市六ッ門町１１－４２ 

 

   ②（ア）事業者の法人種別及び名称並びに住所 

       名称：麻生介護サービス株式会社 

       住所：福岡市博多区博多駅前３丁目２５－２４八百治ビル３Ｆ 

    （イ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の名称及び住所 

       名称：アップルハートのやわらぎ久留米 

       住所：福岡県久留米市国分町８２４－９ 

 

   ③（ア）事業者の法人種別及び名称並びに住所 

       名称：有限会社 エスピーライフ 

       住所：福岡県久留米市南三丁目３－１ 

    （イ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の名称及び住所 

       名称：みなみの家 

       住所：福岡県久留米市南二丁目２７－１７ 
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   ④（ア）事業者の法人種別及び名称並びに住所 

       名称：有限会社 ケイ・シー・エステート 

       住所：福岡県久留米市諏訪野町２７３０－２ 

    （イ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の名称及び住所 

       名称：いちごの里 小規模多機能型居宅介護輝き七番館 

       住所：福岡県久留米市西町１１０１－１６ 区画整理４１－２－２ 

 

 （３）障害児（者）関係施設から受ける技術的支援の概要 

   ・ 特定事業を実施する指定小規模多機能型居宅介護事業所に対し、久留米市立ち 

    とせ園（知的障害者施設）、福岡県立リハビリテーションセンター（身体障害者施  

    設）等の職員を講師として招き、研修会を開催し、障害児（者）を適切に処遇す 

    るために必要な知識や技能を修得する。 

   ・ 特区内で既に障害児（者）に対するサービスを提供している事業所の職員を講 

    師として招き研修会等を開催するとともに、障害児（者）施設と特定事業を実施 

    する指定小規模多機能型居宅介護事業所との情報交換・実習の場等を設け必要な 

    技術的支援を行い、サービスの質的向上に努める。 

   ※ 当初から本特例措置の適用を受けることを想定している上記４事業所の運営法 

    人もしくは、運営法人の母体法人については、特区内において障害児（者）に対 

    する障害者自立支援法に基づくサービスを提供している実績を有している。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 （１）規制の特例措置の必要性 

    久留米市では、介護が必要な状態になった場合でも、住み慣れた地域での暮らし 

   をできるだけ継続していけるように、厚生労働省の「地域介護・福祉空間整備等交 

   付金」を活用し、地域密着型サービスの整備に努めている。特に、小規模多機能型 

   居宅介護事業所については、※全国的にみても非常に高い水準で整備が進んでいる 

   状況にある。 

    一方、久留米市における障害者の生活や日中の活動を支援する日中活動系    

事業所及び、家族のエンパワメントのための短期入所系事業所の設置状況は次の  

とおりであり、障害児（者）のニーズに十分対応しているとはいえない状況である。 
 

                          （平成２０年３月１日現在） 

 身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 

生活介護・自立訓練 等 ２ ４ １  日 中 活 動

系事業所 児童デイサービス ０ ０ ０ ２ 

短期入所（宿泊） ５ １１ ０ ９ 短 期 入 所

系事業所 日中一時支援 ３ １３ ０ １０ 
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   地域密着型の小規模多機能型居宅介護事業所については、文字通り地域に密着した 

  小規模な家庭的雰囲気の中で、通いを中心に訪問や泊まりのサービスを一体的に実施 

  できることから、様々な福祉ニーズに対応可能なため、整備が進んだ小規模多機能型 

  居宅介護事業所で、障害児（者）に対するサービスを展開していくことは、障害児  

  （者）の地域生活の支援に資するだけでなく、新たな地域福祉の拠点の創造につなが 

  り、地域の福祉基盤の強化を図る上で極めて有効であると考える。 

   このため、「久留米市地域福祉計画」においても、障害者、高齢者等の対象者を限

定せずに誰でも利用できるような多機能型・共生型サービス等新たな福祉サービス事

業の展開を推進することとして、現在策定を進めているところである。 

   また、身近な地域で多様なサービスを提供する拠点が整備され、地域住民の目に触 

  れていくことは、地域福祉を核とした新たなコミュニティの形成へと発展していく可 

  能性を有するものと考えられる。 

   よって、当該規制の特例措置により、指定小規模多機能型居宅介護事業所で障害児

（者）の受入事業を行うことは、ノーマライゼーションのまちづくりを進める本市  

において、極めて有効な施策であり、障害児（者）に対する住み慣れた地域での福  

祉サービスを提供していく必要があると考える。 

  ※ 平成 20 年 2 月末現在で、全国１,３４１事業所中、久留米市では１７事業所。 
 

 （２）要件適合性を認めた根拠 

   ① 小規模多機能事業所 ひだまり 

   （ア）指定小規規模多機能型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算 

     数が登録定員の上限である２５人を超えないこと。また、通いサービスの利用 

     定員及び宿泊サービスの利用定員についても、指定小規模多機能型居宅介護の 

     利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数が、それぞれ１５人、９人を超え 

     ないこと。 

     ・登録定員          ２５人    

     ・通いサービス利用定員    １５人 

     ・宿泊サービス利用定員     ５人 

     ※ 通いサービスの利用定員は１５人で、推計した利用者数は９人 

     ※ 障害児（者）の受入れは、登録定員、通いサービス利用定員及び宿泊サー 

      ビス利用定員の枠内で行うこととしており、通いサービスの利用者数が９人 

      を超える場合には、対応した人員を配置することとしている。 

   （イ）居間及び食堂の合計面積は、３㎡に通いサービスの利用定員を乗じて得た面 

     積以上とすること。 

     ア 居間及び食堂の合計面積  ６３.９５㎡ 

     イ 基準上の必要面積     ４５㎡（３㎡×１５人） 

   （ウ）一の宿泊室の床面積は、７．４３㎡以上とし、個室以外の宿泊室を設ける 

     場合は、７．４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数 

     を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが 

     確保されたものでなければならない。 
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     ア 個室の数         ３室 

     イ 各個室の床面積      各室７．４３㎡以上 

                    （個室床面積の合計：２３．６７㎡÷３＝７．８９㎡） 

     ウ 個室以外の宿泊室の面積  １４．８６㎡ 

                    居間のうち、7.43 ㎡×(5-3)＝14.86 ㎡以上 

                     の面積をプライバシーを確保するためパーテー 

                               ションで区切り、宿泊室（２室分）として確保 

   （エ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の職員数については、指定小規模多機能 

     型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数で基準を満たしてい 

     るか判断し、満たしていない場合は新たに必要な職員を確保すること。 

      ○ 通いサービス利用定員１５人、利用者数９人の施設 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

 常　　　勤（人） 4 1 1

 非  常  勤（人） 4

 常勤換算後の人数（人）

 基準上の必要人数（人）

 適　　　否 適 適 適

4 1 1

6.1

介護従業者 うち看護職員 介護支援専門員

 

   ② アップルハートのやわらぎ久留米 

   （ア）指定小規規模多機能型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合  

     算数が登録定員の上限である２５人を超えないこと。また、通いサービスの  

     利用定員及び宿泊サービスの利用定員についても、指定小規模多機能型居宅  

     介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数が、それぞれ１５人、９  

     人を超えないこと。 

     ・登録定員          ２５人    

     ・通いサービス利用定員    １５人 

     ・宿泊サービス利用定員     ５人 

     ※ 通いサービスの利用定員は１５人で、推計した利用者数は１５人 

     ※ 障害児（者）の受入れは、登録定員、通いサービス利用定員及び宿泊サー 

      ビス利用定員の枠内で行うこととしている。 

   （イ）居間及び食堂の合計面積は、３㎡に通いサービスの利用定員を乗じて得た面 

     積以上とすること。 

     ア 居間及び食堂の合計面積  ４８.８㎡ 

     イ 基準上の必要面積     ４５㎡（３㎡×１５人） 

   （ウ）一の宿泊室の床面積は、７．４３㎡以上とし、個室以外の宿泊室を設ける 

     場合は、７．４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数 

     を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが 

     確保されたものでなければならない。 

     ア 個室の数         ５室 
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     イ 各個室の床面積      各室７．４３㎡以上 

                      （個室床面積の合計：３９．５９㎡÷５＝７．９１８㎡） 

     ウ 個室以外の宿泊室の面積  無し（全て個室） 

   （エ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の職員数については、指定小規模多機能 

     型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数で基準を満たしてい 

     るか判断し、満たしていない場合は新たに必要な職員を確保すること。 

      ○ 通いサービス利用定員１５人、利用者数１５人の施設 

 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

 常　　　勤（人） 6 2  1

 非  常  勤（人） 4 1

 常勤換算後の人数（人）

 基準上の必要人数（人）

 適　　　否 適 適 適

6 1 1

7.2

介護従業者 うち看護職員 介護支援専門員

 

        

   

 

 

 

   ③ みなみの家 

   （ア）指定小規規模多機能型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算 

     数が登録定員の上限である２５人を超えないこと。また、通いサービスの利用 

     定員及び宿泊サービスの利用定員についても、指定小規模多機能型居宅介護の 

     利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数が、それぞれ１５人、９人を超え 

     ないこと。 

     ・登録定員          １０人    

     ・通いサービス利用定員    １０人 

     ・宿泊サービス利用定員     ７人 

     ※ 通いサービスの利用定員は１０人としているが、推計した利用者数９人に 

      対応した人員を配置している。 

     ※ 障害児（者）の受入れは、登録定員、通いサービス利用定員及び宿泊サー 

      ビス利用定員の枠内で行うこととしており、通いサービスの利用者数が９人 

      を超える場合には、対応した人員を配置することとしている。 

   （イ）居間及び食堂の合計面積は、３㎡に通いサービスの利用定員を乗じて得た  

     面積以上とすること。 

     ア 居間及び食堂の合計面積  ５４.３㎡ 

     イ 基準上の必要面積     ３０㎡（３㎡×１０人） 

   （ウ）一の宿泊室の床面積は、７．４３㎡以上とし、個室以外の宿泊室を設ける 

     場合は、７．４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数 

     を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが 

     確保されたものでなければならない。 

     ア 個室の数         ３室 

     イ 各個室の床面積      各室７．４３㎡以上 

                    （個室床面積の合計：２５．２１㎡÷３＝８．４０㎡） 

     ウ 個室以外の宿泊室の面積  ３４．７㎡ 
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                     居間のうち 7.43 ㎡×(7-3)＝29.72 ㎡以上の 

                    面積をプライバシーを確保するためパーテー 

                    ションで区切り、宿泊室（４室分）として確保 

   （エ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の職員数については、指定小規模多機能 

     型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数で基準を満たしてい 

     るか判断し、満たしていない場合は新たに必要な職員を確保すること。 

       ○ 通いサービス利用定員１０人、利用者数９人の施設 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

 常　　　勤（人） 2 1

 非  常  勤（人） 11 1

 常勤換算後の人数（人）

 基準上の必要人数（人）

 適　　　否

介護従業者 うち看護職員 介護支援専門員

1

4 1 1

4.8

適 適 適
       

   ④ いちごの里 小規模多機能型居宅介護輝き七番館 

   （ア）指定小規規模多機能型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算 

     数が登録定員の上限である２５人を超えないこと。また、通いサービスの利用 

     定員及び宿泊サービスの利用定員についても、指定小規模多機能型居宅介護の 

     利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数が、それぞれ１５人、９人を超え 

     ないこと。 

     ・登録定員          ２５人    

     ・通いサービス利用定員    １５人 

     ・宿泊サービス利用定員     ５人 

     ※ 通いサービスの利用定員は１５人としているが、推計した利用者数９人に 

      対応した人員を配置している。 

     ※ 障害児（者）の受入れは、登録定員、通いサービス利用定員及び宿泊サー 

      ビス利用定員の枠内で行うこととしており、通いサービスの利用者数が９人 

      を超える場合には、対応した人員を配置することとしている。 

   （イ）居間及び食堂の合計面積は、３㎡に通いサービスの利用定員を乗じて得た面 

     積以上とすること。 

     ア 居間及び食堂の合計面積  ５８.４４㎡ 

     イ 基準上の必要面積     ４５㎡（３㎡×１５人） 

   （ウ）一の宿泊室の床面積は、７．４３㎡以上とし、個室以外の宿泊室を設ける 

     場合は、７．４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数 

     を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用者のプライバシーが 

     確保されたものでなければならない。 

     ア 個室の数         ５室 

     イ 各個室の床面積      各室７．４３㎡以上 

                    （個室床面積の合計：４４．５㎡÷５＝８．９㎡） 

     ウ 個室以外の宿泊室の面積  無し（全て個室） 
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   （エ）指定小規模多機能型居宅介護事業所の職員数については、指定小規模多機能 

     型居宅介護の利用者数と障害児（者）の利用者数の合算数で基準を満たしてい 

     るか判断し、満たしていない場合は新たに必要な職員を確保すること。 

      ○ 通いサービス利用定員１５人、利用者数９人の施設 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

 常　　　勤（人） 3 1

 非  常  勤（人） 4

 常勤換算後の人数（人）

 基準上の必要人数（人）

 適　　　否 適 適 適

1

4 1 1

6.1

介護従業者 うち看護職員 介護支援専門員
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規制の特例措置を受ける主体の特定状況 

 

 ① 主体が既に特定されている場合 

 

 

事業者の名称

及び住所 

 

特別医療法人 楠病院 

（理事長 楠 卓郎） 

福岡県久留米市日吉町１１５ 

 

 

事業所の名称

及び住所 

 

小規模多機能事業所 ひだまり 

（管理者 白澤 慶治） 

 

福岡県久留米市六ッ門町１１－４２ 

 

 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定小規模多機能型居宅介護事業所 

（平成１８年５月１日指定） 

 

定員 

 ・登録定員          ２５人    

 ・通いサービス利用定員    １５人 

 ・宿泊サービス利用定員     ５人 

職員の状況（常勤換算６．１名を配置） 

 推計した通いサービス利用者数９人に対応した人員を配置 

 ・ 常勤４名、非常勤４名、夜勤１名 

 ・ 専門職：介護支援専門員１名、看護師１名 
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法第４条第３項の規定により聴いた意見の概要 

 

対 象 者 小規模多機能事業所 ひだまり 

管理者 白澤 慶治 

（住 所 福岡県久留米市六ッ門町１１－４２） 

意見を聴いた日時 平成１９年１月１２日 

意見を聴いた方法  障害児（者）の受入事業に対する意向調査の結果、実施意向

を示したので、久留米市役所会議室において、計画の概要を説

明し、意見を聴取した。 

意見の概要  運営法人の系列法人が別事業所で障害者へのサービスを提供

している。特区が認定されれば、直ちに法人内研修等を行い、

規制の特例措置の適用を受け、障害児（者）を受け入れたい。

  

 

 

意見に対する対応 構造改革特別区域計画の中で、当該事業所を当初から特例措置

９３４の適用を受けることを想定している事業所として位置付

けることとした。 
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規制の特例措置を受ける主体の特定状況 

 

 ① 主体が既に特定されている場合 

 

 

事業者の名称

及び住所 

 

麻生介護サービス株式会社 

（代表取締役 新開 昌伸 ） 

 

福岡市博多区博多区駅前３丁目２５－２４八百治ビル３Ｆ 

 

 

 

事業所の名称

及び住所 

 

アップルハートのやわらぎ久留米 

（代表者 新開 昌伸） 

 

福岡県久留米市国分町８２４－９ 

 

 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定小規模多機能型居宅介護事業所 

（平成１９年１２月１日指定） 

 

定員 

 ・登録定員          ２５人    

 ・通いサービス利用定員    １５人 

 ・宿泊サービス利用定員     ５人 

職員の状況（常勤換算７．２名を配置） 

 推計した通いサービス利用者数１５人に対応した人員を配置 

 ・ 常勤６名、非常勤４名、夜勤１名 

 ・ 専門職：介護支援専門員１名、看護師１名 
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法第４条第３項の規定により聴いた意見の概要 

 

 

対 象 者 

 

アップルハートのやわらぎ久留米 

（管理者 中村 陽子） 

（住 所 福岡県久留米市国分町８２４－９） 

 

意見を聴いた日時 平成２０年３月１９日 

意見を聴いた方法  障害児（者）の受入事業に対する意向調査の結果、実施意向

を示したので、アップルハートのやわらぎ久留米において、計

画の概要を説明し、意見を聴取した。 

意見の概要  運営法人が別事業所で障害者へのサービスを提供している。

 特区が認定されれば、直ちに法人内研修等を行い、規制の特

例措置の適用を受け、障害児（者）を受け入れたい。 

 

 

意見に対する対応  構造改革特別区域計画の中で、当該事業所を当初から特例措

置９３４の適用を受けることを想定している事業所として位置

付けることとした。 
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規制の特例措置を受ける主体の特定状況 

 

 ① 主体が既に特定されている場合 

 

 

事業者の名称

及び住所 

 

(有)エスピーライフ 

（代表取締役 岡  和 則 ） 

 

福岡県久留米市南三丁目３－１ 

 

 

 

事業所の名称

及び住所 

 

みなみの家 

（代表者 岡  和 則） 

 

福岡県久留米市南二丁目２７－１７ 

 

 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定小規模多機能型居宅介護事業所 

（平成１８年１０月１日指定） 

 

定員 

 ・登録定員          １０人 

 ・通いサービス利用定員    １０人 

 ・宿泊サービス利用定員     ７人 

職員の状況（常勤換算４．８名を配置） 

 推計した通いサービス利用者数９人に対応した人員を配置 

 ・ 常勤３名、非常勤１１名、夜勤１名 

 ・ 専門職：介護支援専門員１名、看護師１名 
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法第４条第３項の規定により聴いた意見の概要 

 

対 象 者 (有)エスピーライフ 

（代表者 岡 和 則） 

（計画作成担当者 平野 靖子） 

（住 所 福岡県久留米市南二丁目２７－１７） 

意見を聴いた日時 平成１９年１月１７日 

意見を聴いた方法  障害児（者）の受入事業に対する意向調査の結果、実施意向

を示したので、みなみの家において、計画の概要を説明し、意

見を聴取した。 

意見の概要  運営法人の系列法人が別事業所で障害者へのサービスを提供

している。特区が認定されれば、直ちに法人内研修等を行い、

規制の特例措置の適用を受け、障害児（者）を受け入れたい。

 

  

 

 

意見に対する対応  構造改革特別区域計画の中で、当該事業所を当初から特例措

置９３４の適用を受けることを想定している事業所として位置

付けることとした。 
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規制の特例措置を受ける主体の特定状況 

 

 ① 主体が既に特定されている場合 

 

 

事業者の名称

及び住所 

 

有限会社 ケイ・シー・エステート 

（代表取締役 木下 良順 ） 

 

福岡県久留米市諏訪野町２７３０－２ 

 

 

 

事業所の名称

及び住所 

 

いちごの里 小規模多機能型居宅介護輝き七番館 

（代表者 永井 真二） 

 

福岡県久留米市西町１１０１－１６ 区画整理４１－２－２ 

 

 

 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定小規模多機能型居宅介護事業所 

（平成１９年１月１日指定） 

 

定員 

 ・登録定員          ２５人 

 ・通いサービス利用定員    １５人 

 ・宿泊サービス利用定員     ５人 

職員の状況（常勤換算６．１名を配置） 

 推計した通いサービス利用者数９人に対応した人員を配置 

 ・ 常勤３名、非常勤４名、夜勤１名 

 ・ 専門職：介護支援専門員１名、看護師１名 
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法第４条第３項の規定により聴いた意見の概要 

 

対 象 者 いちごの里 小規模多機能型居宅介護輝き七番館 

（代表者 永井 真二） 

（住 所  福岡県久留米市西町１１０１－１６ 区画整理４１－２－２）

意見を聴いた日時 平成１９年１月１７日 

意見を聴いた方法  障害児（者）の受入事業に対する意向調査の結果、実施意向

を示したので、いちごの里小規模多機能型居宅介護輝き七番館

において、計画の概要を説明し、意見を聴取した。 

意見の概要  運営法人の系列法人が別事業所で障害者へのサービスを提供

している。特区が認定されれば、直ちに法人内研修等を行い、

規制の特例措置の適用を受け、障害児（者）を受け入れたい。

 

  

 

 

意見に対する対応  構造改革特別区域計画の中で、当該事業所を当初から特例措

置９３４の適用を受けることを想定している事業所として位置

付けることとした。 
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構造改革特別区域計画の工程表

特定事業名 Ｈ１８．１ Ｈ１８．４～Ｈ１９．３ Ｈ１９．４ Ｈ２１．１

関連事業

久留米市公的介護施
設等整備補助金交付
規程による施設整備
補助

事業者への補助
（Ｈ１８．１：補助対
象事業所の選定）

関連事業
コミュニティビジネス仕
事創造塾の開催

地域に密着したコ
ミュニティビジネス
の起業化の支援

関連事業
指定小規模多機能型
居宅介護事業所職員
研修会の開催

事業所職員に対す
る高齢者・障害者・
障害児等の分野を
超えた研修の実施

関連事業
在宅障害児（者）日中
一時支援事業

利用回数の拡充

Ｈ２１．４以降

指定小規模多機能型
居宅介護事業におけ
る障害児（者）の受入
事業
（９３４）

特定事業 ※　Ｈ１８．８～指定小規模多機能型居宅介
護事業所に対する特別区域計画に関する
意向調査、概要説明等

特例適
用開始

小規模多機能型居宅介護事業所の指定

地域介護・福祉空間整備等交付金の活用
（補助金の交付）

地域介護福祉空間推進交付金の活用
・共生型への補助等についての検討 検討を踏まえた推進

交付金の活用等

起業家の育成

全
て
の
日
常
生
活
圏
域
で
の
久
留
米
市
地
域
密
着
共
生
型
福
祉
特
区
の
展
開

　　　　　実施事業所の拡大

新
た
な
久
留
米
市
地
域
密
着
共
生
型
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

（
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
所

）
の
設
立



構造改革特別区域計画の工程表の説明 

 

 久留米市では、これまで「障害がある人も、ない人も、ともに暮らせるまちづくり」を

目指して種々の施策に取り組んできた。 

 住み慣れた地域での暮らしの継続を願う、障害児（者）の暮らしを支えるための、様々

なサービス基盤の整備については、久留米市障害者計画・障害福祉計画においても、今後

の重要な課題として位置付け、進めているところである。 

 しかしながら、障害児（者）者の日常生活を支える日中活動系事業所及び短期入所系事

業所の整備については、障害者のニーズに十分対応しているとはいえない状況にある。 

 一方で、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支えるために、介護保険制度改正により

創設された指定小規模多機能型居宅介護事業所については、全国的に見ても久留米市は、

整備が進んでいる状況にある。 

 特に、小規模多機能型居宅介護事業所は、地域密着型であることから、身近な地域での

サービスが提供できる特徴を有し、また、通いサービスや宿泊サービスを一体的に提供可

能であることや、休業日が無いこと等もあり、住み慣れた地域での暮らしの継続を望む高

齢者や障害児（者）にとって、有効なサービス展開拠点となる機能を有するものである。 

 また、地域の中で高齢者と障害児（者）を区別することなくサービスを提供することは、

本市が目指すノーマライゼーションのまちづくりのための新たな文化・地域コミュニティ

の創造につながるものであると考えられ、第４期介護保険事業計画との整合性等を考慮し、

平成２１年度を目標に各日常生活圏域における「久留米市地域密着共生型福祉特区」への

取組みを進めていく必要があると考える。 

 具体的な取組み事業としての以下の事業を、起業者の育成、起業時・起業後の事業者へ

の支援、利用者の拡大といった視点で取り組んで行く。 

 

１ 起業家の育成 

  久留米市では、コミュニティビジネス起業創造塾事業を平成１５年度から実施してい

る。これまでにも、指定通所介護事業所の起業化等の成果をあげている。今後は、特

例措置の適用により、事業運営の効率化・安定化も図れることから、より多くの受講

者が事業者として、久留米市地域密着共生型福祉特区におけるサービスの提供主体と

して、地域で活動していくものと考えている。 

 

２ 起業時・起業後の事業者への支援 

  久留米市では、高齢者が介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域での暮らしを 

 継続していけるように、地域介護・福祉空間整備等交付金の活用により地域密着型の小 

 規模多機能型居宅介護事業所等の整備を進めているところである。 

  今後は、共生型への補助を対象とした空間整備推進交付金の活用も継続検討し、久留

米市地域密着共生型福祉サービスへの誘導していく。また、障害児（者）へのサービ

スの提供が円滑に行われるよう、高齢者・障害児（者）者の分野を超えた研修を実施

し、質の  高いサービス提供のための環境構築に取り組んでいく。 

３ サービス・利用者の拡充 
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  地域密着共生型福祉特区の地域への定着のためには、指定小規模多機能型居宅介護事 

 業所の新たな利用者となる障害児（者）のニーズを的確に把握し、必要なサービスが提 

 供できるように制度の充実を図る必要があると考える。 

  特に、住み慣れた地域における在宅での暮らしを継続していくためには、障害児   

 （者）の介護を行う家族のエンパワメントが不可欠であることから、現在、宿泊サービ 

 スに加え、日帰りの短期入所サービスである「日中一時支援事業」を実施しているとこ 

 ろである。 

  特例措置適用後は、指定小規模多機能型居宅介護事業所においても同サービスの実施 

 に取り組むなど、利用者のニーズにきめ細かく対応できるようサービスの拡充を図る。 

  こうした取組みにより、利用者を拡大し、より多くの事業者が参入しやすい環境を  

構築していく。 

 

４ 平成２１年度における全日常生活圏域における久留米市地域密着型福祉特区事業の  

 展開 

  平成１９年１月に実施した「指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害児   

 （者）の受入事業に関する意向調査」では、今後事業所を開設する際に、障害児（者） 

 に対するサービスの提供に取り組む意向を示した事業者が１事業者、実施を検討したい 

 とした事業者が５事業者あるなど、高い参入意欲を示している。 

  今後は、上記１、２、３の事業を展開し、これらの事業所や新規事業所の参入を促進 

 していくことにより、平成２１年度を目標とした久留米市地域密着共生型福祉特区によ 

 るサービスが、市内の全日常生活圏域で展開されていくものと考えている。 

  


	久留米市地域密着型福祉特区計画変更分（福岡県久留米市）
	久留米市地域密着型福祉特区別紙変更分（訂正分）（福岡県久留米市）

